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ヒラリー・ホルブラウ氏； CIGS インターナショナルリサーチフェロー、コーネル大学社

会学博士課程：皆様、本日はお越しくださり、有難うございます。日本について研究して

いる社会学者は比較的少数ですので、さまざまな分野で研究を行っておられる博識な日本

専門家だけでなく、日本の社会学者の皆様の前でも、研究成果を披露する機会を得たこと

を大変光栄に思っております。 

 

表面的に見ると、日本は、職場における多様性および民族性を研究するには、奇妙な場所

に見えるかもしれません。なぜなら、日本の民族的多様性の度合いは、他の先進国より低

いからです。 

 

日本の同質性
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日本への移民についてなぜ研究するのか
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しかし、これは急激に変化する可能性があります。現在、日本の人口は減少しており、今

世紀末までに約 61％まで低下すると予想されます。移民の増加に対しては社会的に抵抗が

ありますが、労働力の供給をすべてロボットに置き換えることは不可能です。 

 

日本の労働市場のデータを見れば、この点が理解できます。日本の GDP 成長率は 2000 年

以降約 1％で、非常に安定しています。つまり、経済成長は、かなり長期間、現状維持の状

態にあるということです。しかしながら、求職者に対する求人数は増えています。 このよ

うな労働需要の増加は、海外からの労働力を増やすことによってのみ解決することができ、

必然的に日本をより民族的に多様な場所にするでしょう。したがって、この変化の意味を

理解するには、移民について学ぶことがきわめて重要なのです。 

 

 

日本への移民についてなぜ研究するのか
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日本への移民を研究することが重要である理由の二つ目は、日本独自の移民管理戦略のた

めです。日本の移民政策では、技能を持つ移民、つまり専門職で雇用される労働者に対し

て、特に門戸を開いています。長期滞在している外国人や技能実習ビザを持つ外国人のほ

とんどは、単純労働に従事しますが、他のビザ区分では、移民は主として熟練労働に従事

します。すなわち、日本は、熟練労働者の数が単純労働者の数を上回る唯一の先進国なの

です。 

 

この移民管理モデルは、単純労働者の統合に苦労している他の諸国で関心が高まっていま

す。これらの国の政府は、熟練労働者の入国を優先する厳密な入国管理を導入すれば、統

合がより円滑に進むと想定しています。したがって、日本は単純労働者よりも熟練労働者

数が明らかに多いため、この想定が正しいかどうかを検討するのに、きわめて興味深い事

例となっています。 

 

研究課題 1：日本への熟練移民労働者は、職場で国籍に起因する偏好または先入観に直面し

ているか？ 

 

熟練の外国人労働者は、偏好に直面し得ることを示す証拠があります。たとえば、2008 年

の日本版総合的社会調査では、回答者の 1/3 が韓国人または中国人の同僚と一緒に働くこと

に抵抗があると回答し、1/4 が北米人または欧州人の同僚に抵抗があると回答しています。

その一方で、日本の代表的な実証研究（nationally representative experimental study）で

は、日本人は、高度専門職に従事する外国人には肯定的態度を持つ傾向があることが示さ

れました。さらに、他の国と同様、高学歴者、海外経験のある人および裕福な人は、外国

人への偏好が低い傾向にあります。したがって、日本のほとんどの外国人労働者は熟練労

働者であり、国際的な日本人の同僚がいる職場で雇用されているため、全国調査で報告さ

れた偏好は、実際の職場で外国人労働者が直面するものよりも過大に評価されたものかも

しれません。 

 

研究課題 2：職場の国籍を起因とする偏好または先入観は、熟練移民労働者の賃金に悪影響

を及ぼすか？ 

 

あり得る一つの答えとしては、偏好のせいで、移民労働者の収入が日本人と比較して少な

いということです。もう一つとして、両者には格差はないか、もしくは実際には移民労働

者の方が高い収入得ている可能性もあります。外国人労働者には不利だが必ずしも偏好で

はない、特殊な政策がある可能性もあります。たとえば、従業員が上級管理職へ昇進する

ために、日本企業では試験があり、外国人労働者が知らない技術的で曖昧な用語が使われ

ることがあります。このようなことは外国人労働者にはもちろん不利ですが、この種の構

造的な不利は、外国人労働者の収入に対して、個人の態度が直接影響を及ぼすものではあ

りません。 
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このような課題を掘り下げるために、同一企業の同一部署で働く外国人および日本人ホワ

イトカラー労働者を対象に、2015 年 2 月から 4 月にかけて実施された調査から得られたデ

ータを使用しました。サンプルサイズとしては 、従業員数 1,000 人以上のさまざまな産業

の企業 12 社です。総回答者数は 536 人で、そのうち外国人が 99 人、日本人は 437 人でし

た。調査には日本語、英語および北京語が使用されました。 

 

調査対象の移民労働者の特徴としては、最大の移民労働者グループは、中国人、台湾人お

よび韓国人を含む東アジア人です。次に大きいグループは、ヨーロッパ、北米およびオセ

アニア諸国を含む欧米出身者です。移民労働者の最小グループは、ベトナム、タイおよび

シンガポールを含む主として東南アジア諸国の出身者です。平均すると、外国人従業員は、

日本人よりかなり若いです。性別に関しては、外国人従業員は男女ほぼ同数で、日本人従

業員は男性が圧倒的多数です。外国人従業員は、全体的に教育水準が高いです。外国人従

業員の大部分が、高い日本語能力を有しています。以上のことから、これらの外国人労働

者は、一般に日本に長期的な関わり合いを持っていると結論づけることができます。 
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国籍に起因する偏好を測定するために使用できる手法がいくつかあります。たとえば、職

場で何らかの偏好を体験したことがあるか否か、直接外国人労働者に尋ねてもよいでしょ

う。また、背景が異なる外国人労働者に対する態度について、日本人労働者に聞くことも

できます。しかしながら、このような手法には、外国人労働者が偏好に気付いていない可

能性や、日本人労働者が自らの態度を正直に報告しない可能性があるため、問題がありま

す。偏好を測定する際の問題を効果的に解決する方法は、アンケートの回答を求めるため

の職場の短い場面解説（以下「ビネット」という）を使用することです。今回、私は、職

場で何か良いことまたは悪いことをした従業員に関するビネットを使用しました。次に、

調査回答者に、この従業員がしたことについて、管理者がどう対応すべきか質問を行いま

した。このビネットでは、日本人、中国人、韓国人または欧米人を表す従業員の名前を無

作為に変えることで、偏好についてテストを行います。次に、調査回答者が、ビネットに

登場する従業員の民族的背景によって、異なる報酬および罰則を推奨するかどうかを比較

します。 

 

国籍に起因する偏好のレベルを評価するため、否定的なものと肯定的なものの 2 種類のビ

ネットを用いました。 

 

否定的ビネットの場合、経済的罰則を科さない懲罰から長期的な経済的罰則を科すものま

で、3 種類の懲罰を推奨することができます。回答者が推奨する懲罰は、回答者自身の国籍

に大きく左右されました。全体的には、回答者の約 30％が降格または解雇を推奨しました。

欧米人は厳しい懲罰を科すが、東アジア人は厳格な懲罰を科さない傾向がみられ、日本人

はその中間でした。ビネットに登場する人物の民族性を見ると、同じ民族性でない回答者

は、韓国および中国人と想定される従業員に対してはおおむねやや厳しい懲罰を推奨し、

英語名の従業員にはやや甘い懲罰を推奨しました。 

否定的ビネット

佐藤さんと高橋さんは、コンピュータデータベースに部内の従業員の
販売記録を入力する仕事を担当しています。管理者は従業員評価にデー
タベースの情報を使用しています。ある日、佐藤さんは高橋さんが前の
週に入力した情報を探す必要がありました。佐藤さんは、高橋さんが入
力したデータが別の所に保存された記録と一致しないことに気づきまし
た。佐藤さんは高橋さんの他の仕事をチェックし、過去8週間さらには
おそらくもっと長期にわたり、高橋さんが入力したすべてのデータが誤
りだと気づきました。高橋さんは自分および彼の友人の販売記録を誇張
していたと思われます。佐藤さんは、わかったことを管理者に報告しま
した。管理者はどのように対処すべきでしょうか？

経済的影響のない罰則(非公式の話合い、警告)

短期の経済的影響を伴う罰則(無給休暇、一時的減給)

長期の経済的影響がある罰則(降格、解雇)
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肯定的ビネットでは、回答者は、同様に経済的影響がない報酬から長期的な経済的利益が

得られる報酬まで、3 種類を推奨することができました。約 1/5 が昇進という長期的な経済

的利益を提案しました。どの背景の外国人労働者でも、日本人労働者より昇進を勧める傾

向がありました。ビネットの登場人物の民族性を見ると、日本人と比較して、他の東アジ

ア人が推奨する報酬に差はみられませんでした。しかしながら、同じ民族性でない回答者

は、日本人、韓国人または中国人に対する報酬よりも、英語名を持つ欧米人従業員への報

酬の方がはるかに高くなっていました。 

 

 

肯定的ビネット

リーさんは会社が業務サービスに使っている業者との交渉担当になりま
した。最近、業務コストが値上がりしたため、長年つきあいのある業者
との縁が切れ新たな業者を探すことになるとしても、コストを抑えるべ
く最大限の努力をするよう管理者から言われました。しかし、リーさん
は会社が使っている中で最大手のベンダー二社と交渉して5％の価格引
き下げに成功しており、サービスの質は現状を維持しました。これに
よって全体的コストは抑えられるため、リーさんの会社の従業員は馴染
みのベンダーと今後も仕事をすることができました。管理者はどのよう
に対応すべきでしょうか？

経済的影響のない報酬(個人的に、または皆の前で誉める)

短期の経済的影響がある報酬(ボーナス増額)

長期の経済的影響を伴う報酬(昇進)
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したがって、研究課題 1 の「日本への熟練移民労働者は、職場で国籍に起因する偏好また

は先入観に直面するか」に対する答えは、東アジア人の熟練移民労働者は、軽度のネガテ

ィブバイアスに直面することを示す証拠があるとなります。欧米人の熟練移民労働者が、

何らかのネガティブバイアスに遭うことを示す証拠はありません。事実、ビネットでは、

日本人従業員より欧米人従業員のほうが常によい待遇を受けています。 

 

このポジティブまたはネガティブのバイアスが、所得格差に何らかの影響を及ぼすかを調

べるためには、異なる企業の日本人と外国人との所得格差を比較する必要があります。企

業レベルでポジティブおよびネガティブのバイアスを評価し、バイアスが強い場合には格

差がより大きいかどうか確かめる必要があります。 

 

東アジア人に対するネガティブバイアスの企業レベルでの評価は、中国人および韓国人の

名前が出ているビネットで、最も厳格な懲罰を推奨した回答者の割合を出し、この割合を

日本人の名前が出てくるビネットで、最も厳しい懲罰を推奨した回答者の割合から引くこ

とで算出できます。正数が出れば、中国人および韓国人に対する厳格な懲罰を推奨する回

答者の割合が高いことを意味し、ネガティブバイアスがあることを示しています。12 社の

うち 6 社が正数でした。しかしながら、日本企業全体では普遍的ではないことが分かりま

す。 

 

欧米人についても、企業レベルでのポジティブバイアスについて同様に評価したところ、

12 社中 11 社で認められました。すなわち、欧米人に対するポジティブバイアスは、東アジ

ア人に対するネガティブバイアスより広範囲であると見られます。 

 

この経済的影響を測定するために、階層線形モデルを用いて、回答者の年収をモデル化し

ます。性別、学歴、年齢、在職期間や日本語や英語の能力に合わせて、モデルを調節しま

す。もちろん、上記の特性すべてついて、どの国籍でも差が存在します。また、平均賃金

水準についても、企業、さらには部署によっても差異が見られます。バイアスの影響を検

討する前に、差異を生み出すこれらの要因すべてをモデルから排除しています。ネガティ

ブバイアスが大きくなるほど、東アジア人に不利になるのは明らかであり、これは企業レ

ベルの二値変数を用いて証明されています。東アジア人に対してネガティブバイアスが検

出されなかった企業 6 社では値が 0 となり、東アジア人へのバイアスがある企業では値は 1

となっています。この二値変数を回答者の民族性と結びつけると、この相互作用によって、

バイアスを検出した企業では、賃金が比較的低いかどうか判断することが可能です。 

 

欧米人に関しては、ポジティブバイアスが見られなかった企業は 1 社のみのため、二値変

数は作成できません。そこで、全体的に見て欧米人の賃金が高いかどうか、欧米人寄りの

バイアスが最も強い企業で、欧米人の賃金がさらに高くなるかどうかを検討する連続変数

を作成しました。 
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統計モデルに基づくと、男性の第一係数は、男性の方が女性より収入が高いことを示して

います。また、長時間労働する人や在職期間が長い人ほど、収入が高いこともわかってい

ます。高度な英語能力を有していると、収入が増えます。これは英語ができる日本人と英

語を話す外国人の両方に当てはまりますが、日本語能力については、プレミアムはありま

せん。つまり、日本語が苦手な外国人と、高度な日本語能力を持つ外国人の収入は、まっ

たく同じです。 

 

東アジア人に対するネガティブバイアスと回答者の民族性との相互作用効果は、このよう

なネガティブバイアスがある場合、実際に東アジア人労働者の収入が低くなることを示し

ており、統計的に有意となっています。したがって、バイアスがない企業では、背景的特

性を調節した後では、東アジア人と日本人の賃金格差を示す証拠がないことは、このモデ

ルから明らかです。バイアスがある企業では、東アジア人の収入は約 150 万円で、日本人

と比較して年間 14％低くなっています。また、バイアスは東南アジア人にも影響を及ぼす

かもしれませんが、標本サイズが十分ではなく、この点について確信を持つに至りません

でした。 

 

欧米人の場合、相互作用効果は正であり、欧米人へのポジティブバイアスが多い企業ほど、

報酬が多いことを示しています。二値変数の相互作用では解釈が少し難しかったので、欧

米寄りバイアスを異なるレベルで評価したところ、欧米寄りバイアスが少ない企業では、

欧米人と日本人の賃金格差を示す証拠はみられないことが明らかになりました。平均的な

欧米寄りバイアスのある企業では、賃金格差はさらにきわめて小さくなります。平均以上

に欧米寄りバイアスのある企業では、欧米人にとって大きな賃金プレミアムが見え始めま

す。 
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研究課題 2 の答えを出す上で、バイアスを持つ従業員が多い企業ほど、東アジア人の収入

が少なくなることを示す有力な証拠があります。いくつかの頑健性チェック(robustness 

checks)により、この結果が確認されています。一方、熟練した欧米人移民が、先入観のた

めに不利な目に遭うことを示す証拠はまったくありません。欧米人は賃金で有利な待遇を

受ける可能性があることを示す証拠があり、この可能性は最も欧米寄りのバイアスがある

企業で最大となります。しかしながら、この結果は必ずしも頑健性チェックに耐えるもの

ではありません。 

 

どの社会でも、異なる方法で人と人の間の境界線が引かれています。たとえば、欧米では

「白人」と言ったり「アジア人」と言ったりします。「アジア人」が「日本人」を含むすべ

ての「アジア人」という概念は日本にはありませんが、他のアジア諸国の人について語る

ときに日本人はこの用語を使います。したがって、 日本人は自らについて言及する時に「ア

ジア人」という言葉は使いません。つまり、場所が違えば、このような線引き方法も異な

ります。日本社会で最も顕著な境界線は、「他の人間全員」と「日本人」だと主張する人も

いますが、実は日本ではそういう見方はしません。たとえば、上記ビネットを読んでいる

時、人間を「外国人」と「日本人」という集合に分類してはいません。外国人の国籍につ

いて、もっと具体的に考えているのです。したがって、たとえ政府が多くの場合「日本人」

または「外国人」という区別を用いるとしても、研究では必ずしも最も有用な区別ではな

いのです。 

 

現時点、また近い将来についても、日本にとって最も重要な移民労働者の出身地は他のア

ジア諸国ですが、移民は職場で国籍に起因する偏好を経験し、そのバイアスが原因でキャ

リアの見通しが低くなる可能性がきわめて高いのです。それでも、必ずしも全員が偏好を

経験するとは限らないことがわかったので、移民の一部は進んで日本に来るでしょう。 そ

れと同時に、今後アジアから来る可能性がある移民の一部は、自国または他の移住先の方

がキャリアの見通しが高いと気づいて、日本に来ないか、日本を去る決断をするかもしれ

ません。このため、研究で明らかになった不平等により、日本は移民を送り出している最

も有望な地域からの移民呼び込みを縮小してしまうのではないでしょうか。 

 

日本や他の諸国での移民全般の研究の意味合いについていえば、専門職の移民または熟練

移民は、肉体労働または農業に従事する移民に比べて、偏好に遭わないと示唆されてきま

した。 

 

理論的には、熟練移民が直面しているバイアスのレベルは比較的低く、雇用成果に及ぼす

影響はごくわずかですが、この研究では、きわめて低いレベルのバイアスであっても、熟

練移民の機会を実際に減らす可能性があることを示唆しています。つまり、移民および雇

用が高度に選択されても、不平等がもたらす諸問題はなくならないのです。日本企業の人

事部は、多様な人材雇用戦略について質問されると、しばしば国籍は気にせず、国籍に関
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係なく最高の人材を雇用したいと答えます。やる気があり、高学歴で特定の専門技術やソ

フトスキルを持つ人材を求めているのです。そのような素晴らしい技術があるなら、国籍

に関係なく日本企業で良い成果を出すことができるはずだと、企業は考えています。しか

し、移民の技術がいかに優れていようと、移民と共に働いている国の人々には、進歩を積

極的に阻害する考えや習慣があることもまた事実です。この偏好が移民のキャリアの成功

に影響しないように、移民にとって友好的な政策を採用することが、政府と企業の役割と

して求められていると私は考えます。 

 

以上 

 


